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２６ 京都教育大学附属京都小中学校 R5～R7 

 

令和７年度研究開発実施報告書（要約） 

 

１ 研究開発課題 

義務教育９年間で資質・能力を育成するための教育課程の再構築に関する研究開発 

（１）義務教育 9年間で育てるべき資質・能力の検討と改善  

・総合的な学習の時間を、資質・能力を活かす場として位置づける。  

（２）発達の段階に応じた各教科における学習の目標と内容の検討及び再構築  

・STEAM 教育の視点を取り入れた、教育活動の促進。 

２ 研究の概要 

平成３０年から令和４年の研究開発指定における研究成果において、４－３－２に

区分した生徒の発達段階を考慮した資質・能力ベースの各教科カリキュラムは、各教

科において育てたい資質・能力の育成に効果的であることが明らかとなった。しか

し、それが教科等横断的に活かされ、生徒たちの生涯の支えとなる資質・能力へとつ

ながっているかどうかについては、義務教育９か年をかけて生徒を育てていく長期ス

パンでの実践が必要である。そこで、これまでの研究で得られた成果と課題を踏ま

え、３年間の延長指定研究では、総合的な学習の時間を資質・能力を活かす場として

位置づけ、さらに STEAM 教育の視点を取り入れた教育活動をすすめていくこととし

た。特に、生活科・技術科・家庭科・理科・社会科を中心に新たな教育活動（カリキ

ュラム構築）を進め、学年と教科の枠を超えた資質・能力ベースのカリキュラムの見

直しを行う機会とする。その上で、本校研究の成果については、本校の育てたい生徒

像にどれだけ迫ることができているのか、生徒たちが今日的な課題を自らの力で解決

しようとし乗り越えていく姿で判断したいと考える。 

３ 研究の目的と仮説等 

（１）研究仮説 

生徒たちが生きていく社会に目を向けると、世界情勢の急激な変化、AIや IoT の普

及、そして環境問題やＳＤＧｓ達成といった即座に対応すべき課題と変化が乱立して

いる。生徒たちは、そんな複雑で予測困難な未来を生き抜くことを課されている。ま

た、OECD Education 2030 では、社会を変革し、私たちの未来をつくり上げるための

コンピテンシーが生活のあらゆる側面において積極的な役割を担っていく必要性を提

言している。すなわち、未来を生き抜くために必要な資質・能力を身につけ、解決困

難な課題と向き合い解決していくことができる人材が社会から求められている。 

本校の教育の目的は、生徒がこの変革を起こす力のあるコンピテンシーを確実に身

につけることである。これにより、生徒は革新的で、責任感があり、自覚的な存在と

なり、解決困難な課題と向き合い、それを解決していくことができる人材となる。 

本目的を達成するために、本校の教育目標とこれまでの研究の成果と課題を踏まえ

て、以下のような仮説を立てた。 

① 各教科で身に付けた資質・能力を活かす場として、生活科・総合的な学習の時間

を中核においた、資質・能力の義務教育カリキュラムの構築  

STEAM 教育の考えを取り入れた「生活・総合的な学習の時間」の義務教育 9年
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間のカリキュラムを構築し、生徒にとってより豊かな学びの場として充実してい

く。それによって、 各教科、特別活動・道徳等で身に付けた資質・能力を「生

活科・総合的な学習の時間（特別支援学級は「せいかつ」）」で実践的に活かす

ことが期待できる。そして、自ら問いを持ちながら未知なる状況を打開していく

力を身に付けたり、仲間と協働的に活動する価値に気付いたりする生徒の育成に

つながるのではないか。  

② 資質・能力ベースでの学びの開発  

各教科において重視すべき資質・能力を明確にした上で、各教科等の特性や生

徒の発達段階を踏まえつつ、本校の提案する「考えるプロセス」を取り入れる。

それによって、発達の段階に応じたスパイラルな学びの連続性が保証されたり、

「生活科・総合的な学習の時間（特別支援学級は「せいかつ」）や教科等を繋ぐ

「教科」の枠組みを超えて学ぶ力が育まれたりするのではないか。そして、新た

な価値を創造し自ら未来を切り拓いていく生徒の育成につながるのではないか。 

（２）教育課程の特例 

（ア）外国語科（英語）を第１学年から実施  

・外国語科（英語）の年間授業時数を、第１学年で６８時間、第２～４学年で７０時

間を設定する。  

・生活科の年間授業時間を第１学年で３４時間減、第２学年で年間３５時間減とし、

減じた時間を外国語科（英語）の授業時数に充当する。  

・外国語活動の時間は実施せず、外国語科（英語）の授業に移行する。  

・外国語科（英語）の授業として、第１学年で年間３４時間、第２～６学年で年間３

５時間は、朝の時間に週３日１５分間の英語モジュール学習を実施する。  

（イ）各教科・領域で育てた資質・能力を活かす場として、生活科と総合的な学習の

時間における９年間の系統的な繋がりを持たせた新たな学習内容を設定  

・第５・６学年理科の授業時数は年間１０時間増、第７学年の授業時間数を年間２０

時間増とする。  

（ウ）技術・家庭科を第３学年から実施  

・第３学年より、家庭科の学習内容を発達の段階に応じて実施するとともに、食育と

プログラミング学習を柱とした新たな学習内容を設定する。  

・第３学年から第６学年の各教科（国語・算数・社会・理科）のプログラミングに関

する学習内容を技術科の学習する内容として再編する。  

・技術科（情報領域）を第３・４学年で年間１８時間、第５学年で年間３５時間、第

６学年で年間３０時間を設定し、学びの連続性と発展性を高めるために、第７・８

学年で年間１０時間増とする。  

・家庭科の授業時数として、第３、４学年で年間１７時間設定し、第５学年で年間２

０時間減の４０時間、第６学年で年間１４時間減の４１時間とし、第３学年から第

６学年の４年間で学習内容が網羅できるようにする。  

（エ）理科と技術科の学習内容の整理と系統性の強化  

・第８学年理科の物理分野と第８学年技術科の電気分野の学習内容を整理し、第８学

年理科１０時間減とし第８学年技術科１０時間増とする。  

（オ）第６・７学年社会科の学習内容の系統性の強化  

・第６・７学年の歴史分野を２年間で学習できるように学習内容を整理し、第７学年

の授業時数を年間１５時間減とする。 
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４ 研究内容 

（１）教育課程の内容 

① 各教科で身に付けた資質・能力を活かす場として、生活科・総合的な学習の時間

を中核においた、資質・能力の義務教育カリキュラムの構築 

算数・数学科や英語科のような積み上げの教科においては義務教育９年間の学習内

容を単に前倒しにしたり、発展的な内容を取り入れたりするのではなく、児童生徒の

発達の段階を考慮し、基礎・基本の定着を図るため、じっくりと丁寧に厚みを持たせ

て学ぶ単元と、そうでない単元を精選するなどの検討を行う。また、社会科や理科の

ような領域ごとの学びを行う教科においては、児童生徒の発達の段階を考慮し、義務

教育９年間で単元を入れ替えたり、統合したりしてより効率的・効果的となるような

検討を行う。さらに、技術・家庭科や保健体育科のような、他教科の基礎の学びの上

に新たな学びを深めていく教科については、他教科等との学びの繋がりを考慮し、学

習時期の調整や学習内容の関連性を明確にし、教科を超えた横の繋がりを強化するこ

とを検討するなど、教科等の特性に応じた検討を行うこととした。 

また、STEAM 教育を構成するそれぞれの視点から課題に対してアプローチしていく

ことも意図的に取り入れることにした。例えば、第７学年から第９学年にかけての総

合的な学習の時間において、「エネルギー問題」を扱っている。福島県や青森県への

実地研修、専門家や地元の方々との対話を通して学びを深めていくプログラムを構成

している。そこで出会う例えば「放射線」とは何か、という問いを STEAM の視点でと

らえることができる。放射線が自然界に存在しているという観点は「科学」であり、

見えない放射線の活用について考えるのは「工学」であり、どのように捉えてきたか

は「技術」である。放射線量等の測定と分析に関しては「数学」の側面で探究するこ

とができる。また、そこに住む人の思いや被災地の復興への願いは、「リベラルアー

ツ」の要素を含んでいると考えられる。このように、STEAM 教育の視点を取り入れる

ことで、より教科等横断的な探究活動に取り組むことができると考える 

② 資質・能力ベースでの学びの開発  

本校ではこれまでの研究で、教科ごとに特に重視すべき資質・能力や目指す生徒像

の明確化に取り組んできた本校で育てたい生徒像に必要な資質・能力（キー・コンピ

テンシー）として８つ【リーダーシップ、チームワーク、社会参画性、自己コントロ

ール力、批判的思考力、創造的思考力、論理的思考力、コミュニケーション力】挙げ

さらにそれを構造的に捉え、各教科・領域の特性に応じた指導を行った。 

表１：本研究が提案する資質・能力と各段階における目指す生徒像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 
 

これまでの研究成果をいかし、全教科・領域について下記の①～⑥という流れで全

教科・領域について効果的・効率的指導が行える教育課程の編成【スパイラルカリキ

ュラム】を行った。  

① 育てたい生徒像に必要な資質・能力について、生徒の実態から伸ばすべき資質・

能力を選定する。  

② 選定した資質・能力の中から各教科の特性に合わせて、育てたい資質・能力を決

定する。  

③ 各教科で決定した資質・能力を育成するための新たに追加すべき目標・内容を検

討する。また、教科等横断的に資質・能力を育成する場面として、実社会に対応

した課題設定をした総合的な学習の時間を充てる。  

④ ９年間を見通し、発達の段階を考慮してスパイラルな学びになるように、指導の

順序の変更、指導学年の変更が必要な内容を検討する。  

⑤ 各教科の指導内容等から必要な授業時数を設定した学年ごとの時間数を整理す

る。  

⑥ 選定した資質・能力の育成につながるカリキュラムになっているのか検討し、必

要に応じて③～⑤を繰り返し、時に再考や検討、教員間での合意形成を行ってい

く。 

なお、②③に関しては、「縦のつながり」として学年間の系統性と「横のつなが

り」として教科間の整合性の２つの視点で学習内容を検討していく。特に、学習内容

の整理については、学年のつながり（縦）と教科間のつながり（横）の両面で検討す

ることで学習内容の重複について整理でき、学習内容をスリム化できることは明らか

である。それに加え、何度も繰り返し学びながら深めていく、スパイラルな学びも重

要である。例えば国語科において、説明文や物語文は各学年で学ぶ学習内容である

が、他の学年で学んだから次の学年では学ばないということはない。つまり、発達の

段階に合わせた学びを明確にさせていく必要がある。どのような内容を繰り返し学

び、その学びの上に何を付加していくのか、さらに教科として育てたい資質・能力に

必要な内容なのか、その点を明らかにしてカリキュラム・マネジメントを行っていく

必要がある。さらに、単なる学習内容の整理ではなく、学習内容のつながりや連続性

を意識したスパイラルカリキュラムを構築していく必要がある。そのためには「どの

ような生徒を育てたいのか」という明確な生徒像をもち、そこに向けた資質・能力ベ

ースのカリキュラム構築が必要であると考える。このカリキュラム構築の中で重要と

なるのは、学校として「どのような生徒を育てたいのか」という明確な生徒像であ

る。そして育てたい生徒像に「必要な資質・能力は何か」、さらにその資質・能力を

「各教科でどのように育てるのか【教科の本質】」、について学校として意思統一を

していく必要があると考える。 

（２）研究の経過 

 実施内容等 

第一年次 

①教育課程について 

・義務教育９年間の新たな教育課程を実施し、その課題等を検討しながら

教育課程の修正すべき点を探る。特にスパイラルカリキュラムの視点で、

育てたい資質・能力と学習内容のつながりを明確化していく。 

特に第２学年生活科と第３学年理科・社会科・技術科・家庭科の接続を考

慮し、STEAM教育の視点を取り入れて各教科の学習内容の領域の再検討を
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行う。また、第５・６・７学年において、歴史分野と同様に、新たに地理

分野においても２か年をかけて学習する新たなカリキュラムを構築する。 

また、総合的な学習の時間を資質・能力を活かす場として位置づけ、第３

学年より第９学年まで系統的な学びができるように、各学年の課題設定を

検討する。 

②主体的な学びを促す教材・指導法の開発について 

・学習課題を総合的な学習の課題と結びつけ、自分事として取り組んでい

けるように各教科において主体的な学びを促す指導法を取り入れた授業

実践に取り組む。 

・主体的な学びを促す教材開発に各教科で取り組み、効果を検証する。 

・本校の研究協議会において公開授業を行い、研究成果を全国へ発信する

と共に、研究内容に対する意見や情報を収集し、次年度の研究に活かす。 

第二年次 

①教育課程について 

・義務教育９年間の新たな教育課程を実施し、その課題等を検討しながら

教育課程の修正すべき点を探る。特にスパイラルカリキュラムの視点で、

育てたい資質・能力と学習内容のつながりを明確化し、修正をしていく。 

特に第２学年生活科と第３学年理科・社会科・技術科・家庭科の接続を考

慮し、STEAM教育の視点を取り入れて各教科の学習内容の領域の前年度再

検討を行った内容を修正し、生徒の実態にあった内容にする。また、第５

・６・７学年において、歴史分野と同様に、地理分野においても２か年を

かけて学習する新たなカリキュラムを生徒の実態に合わせ修正する。 

また、総合的な学習の時間を資質・能力を活かす場として位置づけ、第３

学年より第９学年まで系統的な学びができるように、各学年の課題設定を

生徒の実態に合わせ修正する。 

②主体的な学びを促す教材・指導法の開発について 

・各教科において主体的な学びを促す指導法を取り入れた授業実践に取り

組む。 

・主体的な学びを促す教材開発に各教科で取り組み、効果を検証する。 

・本校の研究協議会において公開授業を行い、研究成果を全国へ発信する

と共に、研究内容に対する意見や情報を収集し、次年度の研究に活かす。 

第三年次 

①教育課程について 

・義務教育９年間の新たな教育課程を実施し、課題等を検討しながら教育

課程の修正した点を明らかにする。特に、スパイラルカリキュラムの視点

で、育てたい資質・能力と学習内容のつながりを明確化し、まとめる。 

特に第２学年生活科と第３学年理科・社会科・技術科・家庭科の接続を考

慮し、STEAM教育の視点を取り入れて各教科の学習内容の領域の前年度再

検討を行った内容を修正し、生徒の実態にあった内容にする。また、第５

・６・７学年において、歴史分野と同様に、地理分野においても２か年を

かけ学習する新たなカリキュラムを生徒の実態に合わせ修正したものを、

他の義務教育学校でも実施可能、また参考となる汎用性の高い点を示す。 

・総合的な学習の時間を資質・能力を活かす場として位置づけ、第３学年

より第９学年まで系統的な学びができるように、各学年の課題設定を生徒

の実態に合わせ修正した点を示す。 
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②主体的な学びを促す教材・指導法の開発について 

・各教科において主体的な学びを促す指導法を取り入れた授業実践に取り

組む。 

・主体的な学びを促す教材開発に各教科で取り組み、効果を検証する。 

・本校の研究協議会において公開授業を行い、研究成果を全国へ発信する

と共に、研究内容に対する意見や情報を収集し、次年度の研究に活かす。 

（３）評価に関する取組 

 評価方法等 

第一年次 

・３つの柱の１つとなっている「学びに向かう力、人間性等」については

自己調整学習の理論に基づく「主体的な学びのアンケート」の実施。 

（１２月実施、本校生徒１年生から９年生まで約８５０名を対象） 

生徒の変容を捉え、カリキュラム・マネジメントの評価とする。 

・「知識及び技能等」については、各教科等における資質・能力の育成の

ためのカリキュラム開発や指導方法に関する評価。生徒アンケートの実施

や全国学力調査の結果推移分析、TOEFLや教科独自の検査によるもの。 

・「思考力・判断力・表現力等」については、各授業・領域での生徒の学

びを見取り、変容を捉えることで、資質・能力をベースとした指導法の評

価とする。 

・研究開発学校運営指導委員からの助言や指導、評価 

・教職員や保護者からの学校アンケートの実施。研究内容における評価の

分析や意見のヒアリング（３月） 

・本校主催の教育研究実践協議会での参観者からの助言や評価に関わるア

ンケートの実施（２月実施） 

第二年次 

・３つの柱の１つとなっている「学びに向かう力、人間性等」については

自己調整学習の理論に基づく「主体的な学びのアンケート」の実施。 

（１２月実施、本校生徒１年生から９年生まで約８５０名を対象） 

生徒の変容を捉え、カリキュラム・マネジメントの評価とする。 

・「知識及び技能等」については、各教科等における資質・能力の育成の

ためのカリキュラム開発や指導方法に関する評価。生徒アンケートの実施

や全国学力調査の結果推移分析、TOEFLや教科独自の検査によるもの。 

・「思考力・判断力・表現力等」については、各授業・領域での生徒の学

びを見取り、変容を捉えることで、資質・能力をベースとした指導法の評

価とする。 

・研究開発学校運営指導委員からの助言や指導、評価 

・教職員や保護者からの学校アンケートの実施。研究内容における評価の

分析や意見のヒアリング（３月） 

・本校主催の教育研究実践協議会での参観者からの助言や評価に関わるア

ンケートの実施（２月実施） 

第三年次 

・３つの柱の１つとなっている「学びに向かう力、人間性等」については

自己調整学習の理論に基づく「主体的な学びのアンケート」の実施 

（１２月実施、本校生徒１年生から９年生まで約８５０名を対象） 

生徒の変容を捉え、カリキュラム・マネジメントの評価とする。 

・「知識及び技能等」については、各教科等における資質・能力の育成の
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ためのカリキュラム開発や指導方法に関する評価。生徒アンケートの実施

や全国学力調査の結果推移分析、TOEFLや教科独自の検査による主に定量

的な観点からの評価。 

・「思考力・判断力・表現力等」については、各授業・領域での生徒の学

びを見取り、変容を捉えることで、資質・能力をベースとした指導法の評

価とする。また、抽出生徒の経年ごとの学びの変容分析、単元内や授業内

での生徒の学びの質の分析など主に定性的な観点からの評価を行う。 

・各教科等の評価基準表における資質・能力に関わる三つの柱の具体化を

目指し、本校が提案する８つの資質・能力との紐づけによる、生徒の学び

について緻密で丁寧な見取りの評価。 

・研究開発学校運営指導委員からの助言や指導、評価（９月実施） 

・本校主催の教育研究実践協議会での参観者からの助言や評価に関わるア

ンケートの実施（２月実施） 

・教職員や保護者からの学校アンケートの実施。研究内容における評価の

分析や意見のヒアリング（３月実施） 

 

５ 研究開発の成果 

（１）実施による効果 

① 児童生徒への効果 

各教科において育てたい資質・能力が育ち、それを活かすことができれば、学びに

向かう力が高まるという考えのもと、自己調整学習の理論に基づいた「動機づけ」に

関する“主体的な学びのアンケート”調査を継続的に年に１回行い、研究成果の評価

を続けた。 

このアンケートについては、因子分析によって有効性を確認した上で使用し、得ら

れた結果を、主体的な学びの原動力となる「自己効力感」、「価値づけ」、「同一化

的動機づけ」、「内発的動機づけ」の観点で分析して、生徒の主体的な学びの状況を

客観的に捉えられるようにした。表２は 2019 年度から 2025 年度の結果を示してい

る。第１～９学年においての各項目の平均値を示している。アンケートは五件法で実

施され、値が高いほど、項目においての生徒の学びの状況が高いと捉えられる。 

 

表２： 主体的な学びのアンケート調査結果（2019 年度～2025 年度） 

 

このアンケートを実施し始めて７年が経つ。本校の研究成果を捉える上で、以下の

３つの分析を行った。 

 

【分析Ⅰ】各項目における全体平均の年度ごとの推移 

【分析Ⅱ】第９学年における年度ごとの各項目の変容 

【分析Ⅲ】同一集団における（2025 年度時点で第９学年）における各項目の経年変化 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

1 - 4.19 - 4.34 4.63 4.47 4.54 4.59 - 4.72 - 4.70 4.75 4.87 4.86 4.83 - 4.47 - 4.46 4.70 4.70 4.57 4.70 - 4.35 - 4.40 4.59 4.57 4.71 4.65

2 - 4.40 - 4.33 4.29 4.27 4.48 4.12 - 4.85 - 4.77 4.83 4.81 4.86 4.72 - 4.58 - 4.46 4.52 4.58 4.61 4.44 - 4.50 - 4.31 4.47 4.46 4.51 4.11

3 - 4.05 - 4.24 4.28 4.32 4.21 4.18 - 4.49 - 4.84 4.73 4.80 4.87 4.73 - 4.20 - 4.52 4.48 4.44 4.42 4.28 - 4.14 - 4.39 4.42 4.40 4.51 4.25

4 - 4.13 - 4.24 4.09 4.26 4.36 4.12 - 4.48 - 4.65 4.69 4.55 4.77 4.69 - 4.21 - 4.46 4.31 4.42 4.47 4.29 - 4.17 - 4.36 4.25 4.37 4.48 4.21

5 - 4.15 - 3.90 4.06 3.87 4.03 4.09 - 4.64 - 4.61 4.51 4.55 4.53 4.53 - 4.23 - 4.13 4.27 4.23 4.07 4.10 - 4.22 - 3.99 4.15 4.15 4.13 4.07

6 - 3.95 - 3.81 3.94 3.89 3.95 4.09 - 4.37 - 4.32 4.45 4.48 4.38 4.60 - 3.98 - 3.91 4.10 4.10 3.88 4.03 - 4.03 - 3.94 4.00 3.95 4.06 3.97

7 - 3.61 - 3.46 3.38 3.74 3.84 3.56 - 4.25 - 4.06 4.27 4.44 4.43 4.45 - 3.83 - 3.71 3.83 3.91 3.96 4.04 - 3.88 - 3.58 3.90 3.86 4.11 3.93

8 - 3.71 - 3.62 3.45 3.43 3.52 3.95 - 4.36 - 4.36 4.27 4.25 4.27 4.44 - 3.91 - 3.85 3.85 3.95 3.74 4.06 - 3.87 - 3.85 3.91 3.92 3.81 3.98

9 - 3.47 - 3.60 3.54 3.76 3.80 3.73 - 4.14 - 4.22 4.28 4.16 4.49 4.32 - 3.65 - 3.84 3.84 3.91 4.10 4.03 - 3.56 - 3.81 3.80 3.78 4.08 3.94

平均 ‐ 3.96 ‐ 3.95 3.96 4.00 4.08 4.05 ‐ 4.48 ‐ 4.50 4.53 4.55 4.61 4.59 ‐ 4.12 ‐ 4.15 4.21 4.25 4.20 4.22 ‐ 4.08 ‐ 4.07 4.17 4.16 4.27 4.12

学年
内発的自己効力感 価値づけ 同一化
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【分析Ⅰ】 

 

 

 

 

各項目における全体平均の推移を捉えると、２０１９年度から２０２５年度へ向け

て、「自己効力感」「価値づけ」「同一化」「内発的動機付け」のすべての項目でス

コアが微増または安定したと考える（図１）。「価値づけ」の値は年度が変化しても

高く安定していることが強みであり特徴的である。 

一方で、特に自己効力感については、年度が経るごとに微増または安定傾向である

が、他の３つの項目と比べて低い値が出ている。自分ならできるという、自分に対し

ての自信や信頼が充実していない結果であると考えられ、改善の余地がある。 

【分析Ⅱ】 

 

 

 

 

本研究の取り組みの成果が、本校最高学年である９年生にどのように表れるのかと

いうことが、研究成果の１つの指標と言える。全体的な傾向について、全ての項目に

おいて、２０１９年度から２０２５年度にかけて、スコアが緩やかに上昇している傾

向が見られる（図２）。これは、第 9学年の生徒が主体的に学ぶ力を年々高めている

可能性を示唆する。 

 

 

 

 

図１：各項目における全体平均の年度ごとの推移図

（Excel により表３データを図式化） 

年度 自己効力感 価値づけ 同一化 内発的

2018

2019 3.96 4.48 4.12 4.08

2020

2021 3.95 4.5 4.15 4.07

2022 3.96 4.53 4.21 4.17

2023 4 4.55 4.25 4.16

2024 4.08 4.61 4.2 4.27

2025 4.05 4.59 4.22 4.12

表３：各項目における全体平均の年度ご

との推移データ 

表４：第９学年における年度ごとの各項目の変

容データ 

年度 自己効力感 価値づけ 同一化 内発的

2018

2019 3.47 4.14 3.65 3.56

2020

2021 3.6 4.22 3.84 3.81

2022 3.54 4.28 3.84 3.8

2023 3.76 4.16 3.91 3.78

2024 3.8 4.49 4.1 4.08

2025 3.73 4.32 4.03 3.94

図２：第９学年における年度ごとの各項目の変

容図（Excel により表４データを図式化） 
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【分析Ⅲ】 

 

 

 

 

 

３年生から８年生まで各項目の値は下降傾向にある。これは、思春期を迎えるにあ

たり学びに対する動機づけが難しくなっていくことを示していると考える。 

９年生になると下降のピークからの回復傾向がみられる。これは、高校受験や将来へ

の展望という目的意識により学びに対する動機づけが高まっていくということを示し

ていると考える。 

 

また、各教科等における生徒の学びの姿を見取ることを中心に据えた質的視点から

の評価からも、義務教育段階における資質・能力育成の授業・カリキュラムの再構築

について一定の評価が得られていると考えている。それは各教科における日々の授業

や研究授業での子どもの姿に限らず、指導計画や評価を作成する段階での指導者の資

質・能力にも良い影響を及ぼしている。さらに、資質・能力という共通言語・共通概

念の導入は、義務教育学校として一人の子どもの学びを９年間見取りやすくさせるの

ではないかということが明らかになってきた。特に本校は資質・能力を複雑化・具体

化していることで、より解像度の高い指導や評価が期待できるという成果が得られ

た。 

 

② 教員への効果 

 教職員への学校アンケートの研究に関する質問項目における推移を分析してみる

と、本研究が始まってから理解が高まっているという結果が得られた。これまでの研

究によって資質・能力が具体化され、共通理解が高まった結果、それらを生活・総合

的な学習の時間の中で活用・発揮していく場面をイメージしやすくなったのではない

かといえる。 

 各教科等の学びを見取る際に、単元や小単元とどのような資質・能力が特に関わっ

ていそうか指導者はイメージしやすくなったことで、指導の質が変わり、より丁寧な

評価へとつながったと考えられる。 

 

③ 学校運営への効果 

 研究開発指定を受けることで、これまでより学校教育目標に対して各教員が注視す

るようになった。その結果、本校に足りていないことや強みについて明確化し、管理

職や教員、職員、保護者等学校に関わる人たちの中で共通理解を図ることができたと

年度 自己効力感 価値づけ 同一化 内発的

2018

2019 4.05 4.49 4.2 4.14

2020

2021 3.9 4.61 4.13 3.99

2022 3.94 4.45 4.1 4

2023 3.74 4.44 3.91 3.86

2024 3.52 4.27 3.74 3.81

2025 3.73 4.32 4.03 3.94

表５：同一集団における（2025 年度時点で第９

学年）における各項目の経年変化データ 

図３：同一集団における各項目の経年変化図 

（Excel により表５データを図式化） 
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感じる。学校教育目標を資質・能力ベースで分析し、達成のために９年間の義務教育

において体系を組み立てようとした結果、各教科や特別活動などの教育課程の中で、

どのような資質・能力をどこで育ませたいのか、また発揮させたいのかという視点が

得られ、学校運営の中心軸が定まってきたという効果が得られたと考える。 

 

④ 保護者への効果 

 生活・総合的な学習の時間の中での体験活動においての協力体制や積極性、理解度

が高まったと感じる。各学級の面談や授業参観、学級懇談会等の保護者との対話の場

において、子どもが家庭でも学校での学びを積極的に話してくれるようになったとい

うお声や、主体的に学習に取り組もうとしている姿が増えたというお声を多くいただ

いた。そして、本校文化祭等で保護者も巻き込んで、グループワークや発表に参加し

たり、ポスターセッションで質問や意見を出したりといった活動の様子が多く見られ

た。そのような対外的な取り組みが本研究を通じて増えたことで、保護者は子どもた

ちの学びをより捉えやすくなったと同時に、学校での学びが社会にどのように活かさ

れていくのかを意識する機会が増えたのではないかと考察している。学校の取り組み

に対する肯定的な意見や協力体制や理解度の向上はそのような意識変革によって生じ

た行動ではないかと考える。 

 

（２）実施上の問題点と今後の課題 

教育課程を資質・能力ベースで考え、各教科等の指導と評価を見直し再構築するこ

とや、生活・総合的な学習の時間の中で各教科で育んだ資質・能力を活用・発揮させ

るといったカリキュラムについてはこれまでの研究経過で一定の成果があげられたと

自負している。しかし、一方で、資質・能力がどのように育まれたのか生徒の学びを

見取るという難しさに直面した。特に学びに向かう力、人間性等を具体化した、本校

で提案している、“リーダーシップ、チームワーク、社会参画性、自己コントロール

力”についての学びの見取りやそれらの資質・能力が育まれたかどうかの評価は難し

いという問題があがった。教師側からの指導方法や子どもの活動形態にどうしても視

点が置かれ、子ども達の心の内側にある学びやそれに伴う行動の変容といった、資質

・能力の高まりを見取り、評価することはまだまだ研究途上であると考える。 

本校は義務教育学校であり、９年生は高校受験を控えている。そのため、学年が上

がるにつれ、定期テストや受験で点数を獲得するという側面の学力向上を強く求めて

いる生徒や保護者がいる。資質・能力を育成したり、発揮したりするという教育課程

の転換における各教科授業は、子どもを主役とし学習を進めるという観点から、指導

の過程や、見取り、評価にどうしても時間がかかることが多い。そのため、一問一答

的な時間効率の良い知識・理解を特に求めているような生徒の学習への動機づけとの

ギャップが生じ、学習に対するパフォーマンスが低下してしまうような問題も子ども

の学ぶ姿勢や表現から見受けられた。学習に対する動機づけは様々であるとともに、

好き嫌い、得意不得意も様々である。一斉指導や個別指導を上手く織り交ぜながら、

学習者である「子どもをいかに主役に置き、学校教育でどのように教師が関わって教

育していくのか」、まさに「転換点」に来ているように考える。そして、それには指

導者の専門的知見や技能の一層の向上が必要となるという課題が生じる。 
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別紙１ 

 

京都教育大学附属京都小中学校 教育課程表（令和７年度） 

 

 
 

 

 

 

国

語

社
　
会

算
数
／
数
学

理

科

生

活

音
　
楽

図
画
工
作

美

術

技
術
・
家
庭

体
育
／
保
健
体
育

外
国
語

英
語

306 136 68 68 68 102 68 34 34 884

(-34) (+68) (+34)

315 175 70 70 70 105 70 35 35 945

(-35) (+70) (+35)

235 65 165 80 60 60 35 105 70 35 0 70 35 1,015

(-10) (-5) (-10) (-10) (+35) (+70) (-35) (+35)

235 85 165 95 60 60 35 105 70 35 0 70 35 1,050

(-10) (-5) (-10) (-10) (+35) (+70) (-35) (+35)

175 100 175 105 50 50 75 90 80 35 80 35 1,050

(+15) (+10) (+10) (+35)

175 105 175 105 50 50 70 90 80 35 80 35 1,050

(+15) (+10) (+10) (+35)

125 90 140 105 45 45 80 105 140 35 70 35 1,015

(-15) (-15) (+10) (+20) (0)

140 105 105 130 35 35 80 105 140 35 70 35 1,015

(-10) (+10) (0)

105 140 140 140 35 35 35 105 140 35 70 35 1,015

(0)

1811 690 1376 760 138 473 358 115 410 912 858 314 0 510 314 9,039

(-35) (-25) (-20) (-30) (-69) (0) (0) (0) (+120) (0) (+298) (0) (-70) (+40) (0) (+209)

1441 355 991 385 138 358 358 0 215 597 438 209 0 300 209 5994

(-20) (-10) (-20) (-20) (-69) (0) (0) (0) (+100) (0) (+298) (0) (-70) (+20) (0) (+209)

370 335 385 375 0 115 0 115 195 315 420 105 0 210 105 3045

(-15) (-15) (0) (-10) (0) (0) (0) (0) (+20) (0) (0) (0) (0) (+20) (0) (0)

区　　分

各教科の授業時数

道

徳

外
国
語
活
動

総
合
的
な
学
習
の
時
間

特
別
活
動

総
授
業
時
数

前
期
課
程

第１学年

第２学年

第３学年

第４学年

第５学年

第６学年

後期課程計

後
期
課
程

第７学年

第８学年

第９学年

合　　計

前期課程計

モジュール

３４

モジュール

３５

モジュール
３５

モジュール
３５

モジュール
３５

モジュール
３５

技術１８

家庭１７

技術１7

家庭１8

技術３５

家庭４０

技術３０

家庭４０

技術４５

家庭３５

技術４５

家庭３５

技術１７

家庭１８

サイエンス

１０を含む

サイエンス

１０を含む

モジュール

実際８５０

モジュール

実際９１０

表現・コミュニケーション

表現・コミュニケーション

プログラミング・ローマ字

プログラミング・情報活用

家
庭
科
５
６
年
の
内
容
を
３
～
６
年
の
４
年
間
で
習
得

モジュール

実際９８０

モジュール

実際１０１５

モジュール

実際１０１５

モジュール

実際１０１５

表現・コミュニケーション

６７年歴史で時数削減

物理分野の学習内容の整理
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別紙２ 

学校等の概要 

 

１ 学校名、校長名 

学校名：京都教育大学附属京都小中学校   校長名：湯川 夏子 

２ 所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 

所在地：〒６０３－８１６３ 京都府京都市小山南大野町１番地 

電話番号：０７５－４３１－７１３１   FAX 番号：０７５－４３１－７１３３ 

３ 学年・課程・学科別幼児・児童・生徒数、学級数 

（前期課程）  

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年 前期 計 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

94 3 95 3 96 3 96 3 96 3 94 3 571 18 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

2 1 3 1 5 1 10 3 

上段は普通学級、下段は特別支援学級を表す。 

（後期課程）  

第７学年 第８学年 第９学年  後期 計 前後期 計 

生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 

91 3 91 3 94 3 276 9 847 27 

6 1 6 1 6 1 18 3 28 6 

上段は普通学級、下段は特別支援学級を表す。 

４ 教職員数 

校長 副校長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 助教諭 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 講師  

※１ 2 0 2 0 45 0 2 0 1 16 

ＡＬＴ 
スクール 

カウンセラー 事務職員 司書 計 
※校長は、本学教授が兼務している。  

※教諭は、短時間再雇用２名及び臨時的雇用５名を含む。  

※講師及びＡＬＴは、非常勤講師の数を記載。  

※ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰは本学から派遣されている非常勤職員の数を記載。 
4 ※１ 2 1 74 

 

５ 研究歴 

（１）文部科学省関係  

  平成１５～１７年度 研究開発学校指定  

  平成１８～２０年度 研究開発学校指定 延長指定  

 平成１９～２１年度 調査研究学校指定  

 平成３０～令和４年度 研究開発学校指定  

令和５～令和７年度 研究開発学校指定 延長指定 

（２）その他  

  平成２４～２５年度 教育課程研究指定校（思考力・判断力・表現力）［国立教育

政策研究所］ 
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